
 

積立定期預金規定 

 

１．（預金の預入れ等） 

(1) この預金の預入れは、１回あたり 1,000 円以上とし、原則として毎月口座振替の方法によ
り預入れるものとします。 

(2) この預金は口座振替のほか、現金、小切手その他の証券により当金庫本支店のどこの店舗
でも預入することができます。この場合は、必ず通帳を持参してください。 

 (3) 現金自動預入支払機（以下「ATM」といいます。）による預入れについては、1 回あたりの
預入金額はその ATMに表示された範囲内とします。 

 
２．（口座振替による預入れ） 

(1) 振替指定口座、振替日、振替金額、振替方法は、別に提出された口座振替依頼書に記載し
たとおりとします。ただし、振替日において次のいずれかに該当するときは、通知すること

なく、その月の口座振替は行いません。 

①振替指定口座の残高が振替金額に満たないとき 
②口座振替による預入れによりこの預金口座の非課税貯蓄の限度額を超過するとき 

(2) 振替指定口座、振替日、振替金額を変更する場合ならびにこの口座振替を中止する場合に
は、あらかじめ書面によって当店に届け出てください。 

 
３．（預金の種類、期間等） 

(1) この預金は、預入日の１年後の応当日を据置期間満了日、３年後の応当日を最長預入期限
とする１口ごとの期日指定定期預金として預入れるものとします。 

 
４．（自動継続等） 

 (1) この預金（後記８．による一部解約後の残りの預金を含みます。）は、最長預入期限にそ
の元利金の合計額をもって、前回と同じ期日指定定期預金に自動的に継続します。 

 (2) 継続された預金についても前記(1)と同様とします。 

 (3) 継続を停止するときは、最長預入期限（継続したときはその最長預入期限）までに、その
旨を当店まで申出てください。 

 
５．（預金の支払時期等） 

  この預金は継続停止の申出があった場合に次に定める満期日以後に支払います。 
 (1) 満期日は据置期間満了日から最長預入期限までの間の任意の日を満期日として指定するこ

とができます。満期日を指定する場合は、当店に対してその 1 か月前までに、通知を必要と
します。なお、この預金の一部について満期日を定める場合には、1,000 円以上の金額で指

定してください。 
  (2) 満期日は、前記(1)により、この口座の預金残高の全部または一部に相当する金額につい

て指定することができます。 

  (3) 前記(1)または(2)による満期日の指定がない場合は最長預入期限を満期日とします。 
  (4) 前記(1)または(2)により、定められた満期日以後に解約されないまま１か月を経過するか、

またはその間に最長預入期限が到来したときは、満期日の指定はなかったものとし、引続き
最長預入期限に自動継続として取扱います。 

 
６．（障害者等の少額貯蓄非課税制度の適用） 

 (1) 障害者等の少額貯蓄非課税制度（以下「マル優」といいます。）の適用資格者の方は所定
の手続きを行い、この預金を非課税とすることができます。 

 (2) この預金口座をマル優適用口座とする場合は、加入時に通帳における非課税限度額を定め
た限度額方式の非課税貯蓄申込書を提出してください。 

 (3) 通帳には前記(2)で提出した限度額以上の預入れを行う場合は、その限度額を変更してく
ださい。変更ができない場合は限度額以上の預入れを行うことはできません。 

 

７．（利息） 
  (1) この預金の利息は、預入金額ごとにその預入日（継続をしたときはその継続日）から満期

日の前日までの期間について預入日（継続をしたときはその継続日）現在における次の預入
期間に応じた利率によって 1 年複利の方法で計算します。 

   ①1 年以上 2 年未満…当金庫所定の「2 年未満」の利率 



 

   ②２年以上……………当金庫所定の「2 年以上」の利率 

                                    （以下「2 年以上利率」といいます。） 
  (2) 前記(1)の利率は、当金庫所定の日に変更します。この場合、新利率は変更日以後に預入

れられる金額についてその預入日（すでに預けられている金額については変更日以後最初に
継続される日）から適用します。 

 (3) 指定された満期日から１か月以内に解約する場合または継続を停止した場合の利息は、満

期日以後にこの預金とともに支払います。なお、満期日以後の利息は、満期日から解約日ま
たは書替継続日の前日までの日数について、解約日または書替継続日における普通預金の利

率によって計算し、この預金とともに支払います。 
 (4) 当金庫がやむをえないものと認めてこの預金を満期日前に解約する場合には、その利息は、

預入金額ごとに預入日（継続をしたときは最後の継続日）から解約日の前日までの期間およ
び次の預入期間に応じた利率（小数点第４位以下は切捨てます。ただし、解約日における普

通預金利率を下回るときは、解約日における普通預金の利率とします。）によって 1年複利の
方法により計算し、この預金とともに支払います。 

  ①６か月未満…………解約日における普通預金の利率 
  ②６か月以上１年未満………2 年以上利率×４０％ 

  ③１年以上 1 年６か月未満…2 年以上利率×５０％ 

  ④１年６か月以上２年未満…2 年以上利率×６０％ 
  ⑤２年以上２年６か月未満…2 年以上利率×７０％ 

  ⑥２年６か月以上３年未満…2 年以上利率×９０％ 
 (5) この預金の付利単位は 1 円とし、年率（1 年・2 年超の日数分は 1 年を３６５日として日

割り）で計算します。 
 

８．（預金の解約） 
 (1) この預金を解約または書替継続するときは、当金庫所定の払戻請求書に届出の印章により

記名押印して、通帳とともに当店へ提出してください。 
 (2) この預金は、解約する預金を指定せずに、預金残高の合計額の一部に相当する金額を千円

以上 1 円単位の金額で払戻請求することができます。この場合、払戻請求書記載の金額に達
するまで、この預金を 1 口ごとに順次解約いたします。なお、解約する順序は特に指定のな

い限り、当金庫所定の方法により行います。 
 

９．（規定の変更）  

(1) 当金庫は、この規定の各条項について、金融情勢の状況の変化その他相当の事由により変

更の必要があり、以下の事項に該当する場合、この規定を変更できるものとします。 

  ①この規定の変更が預金者の利益に適合するとき 

  ②この規定の変更が、積立定期預金契約の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内

容の相当性、その他変更にかかる事情に照らして合理的なものであるとき 

 (2) 前項によりこの規定を変更するにあたり、当金庫は、予めこの規定を変更する旨及び変更

後の規定の内容とその効力発生日を、当金庫ウェブサイトへの掲載により公表し、その他相

当の方法で周知します。 

 (3) 第１項の規定の変更は、前項により公表等をする効力発生日に、変更の効力が生ずるもの

とします。 

 

この他は、「定期預金共通規定」をご参照ください。 
以 上 

 


